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要　旨

＊システム統括部

電子政府・電子自治体への取組 並河　誠＊

高橋　浄＊

政府は我が国が世界最先端のIT国家となることを目指

して様々な施策を実行中であり，電子政府・電子自治体関

連は予算編成の重点分野にも組み入れられている。

下図は，自治体を例にした行政の電子化全体像を描いた

ものである。狭義の意味での電子自治体は電子申請，電子

入札ととらえられているが，広義で考えると，住民情報シ

ステム，部門情報システム，住民サービスシステム，公共

事業システムと大きな広がりを持っている。現在の政府の

施策の中では，電子申請，電子入札に重点が置かれている

ため，三菱電機も電子申請システムを第一ターゲットとし

て取り組み始めている。

本稿では，第一ターゲットの電子申請システムを中心に，

電子政府・電子自治体に対するこれまでの当社の取組を紹

介する。

２章では，現在までの国の動向，今後の計画について，

概要を紹介する。３章では，電子認証基盤として実用化さ

れているPKI（Public Key Infrastructure）方式の概要を説

明する。４章では，当社の考える電子申請システムの実現

機能，認証局の構成について説明する。５章では，電子自

治体展開へ向けての当社の取組の例として，ASP（Appli-

cation Service Provider）とiDC（internet Data Center）と

組み合わせたシステムについて概要を紹介する。

ICカード 

官公庁窓口 

公共施設 広域行政圏 

都道府県 中央府省  地場SIベンダー 市町村 

認証局 

学校・病院・福祉施設 

他 市町村 

住民 

電子認証 

電子認証 

コミュニケーション 
サーバ 

TV会議 

災害情報通信 
ネットワーク 

地域ネットワーク 
（CATV・無線LAN・インターネット等） 

公共事業システム 

消防・防災情報 

道路・交通管理 

清掃・環境管理 

上下水道管理 

住民サービスシステム 

福祉・在宅医療支援 

学校・生涯学習支援 

地域コミュニティ 

パソコン 

安否確認 災害現場情報 
PAD／GPS

保健・医療 
緊急医療 

遠隔教育 公共交通情報通信 
（乗合バス情報サービス） 

APP提供 

 

LG－WAN霞ヶ関－WAN

＜G to LG＞ 

＜BANK＞ 

＜C to LG＞ 

＜B to LG＞ 

電子証明書 
発行 

CA／RA

　施設予約 
　地域グループウェア 

電子調達システム 
　案件登録 
　入札手続 

電子申請システム 

　申請書作成　受付発信 
　審査結果入力 

情報提供システム 

　情報公開 
　クリアリング 

次世代携帯／デジタルTV 
対応情報流通システム 

住民情報システム 部門情報システム 

個別業務システム 

　福祉 
　上下水道料金 等 

基幹業務システム 

　住民記録・印鑑証明 
　税務 住

基
ネ
ッ
ト 

財務会計システム 
　予算編成　予算執行 
　決算処理　決算統計 

財務関連周辺システム 

行政評価システム 

人事給与システム 

　資金管理　物品管理 
　備品管理　契約管理 

文書管理システム 
　収受／起案　目録管理 
　原本性保証（保管） 

文書交換システム 
　文書交換 
　送受信　文書保管 

LGWAN情報掲示板 
　掲示板　メール 
　データベース 

グループウェア 
　稟議／決裁 

FrontEnd

情報流通サーバ 

情報公開サーバ 

契約情報 

公開情報 

反映 住記基本情報 

パソコン 

パソコン 音声FAX

企業 

家庭 

公共施設 

銀行 

コンビニ 
ガソリンスタンド 

Iモード 
次世代携帯 

マルチ 
ペイメント 

KIOSK 
端末 

電子認証 

電子認証 

電子認証 

電子認証 

申請種類 
9,000件 

地方税申告手続 
ほか各種申告 

デジタル 
デバイド 

公共料金／税等の 
納付・還付 

情報公開 

証明書検証 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト（
セ
キ
ュ
ア
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）／
B
S
・
C
S
デ
ジ
タ
ル
放
送 

この図は，行政全体の電子化をイメージ化したものである。大きく分類すると，基幹システムと呼ばれる“住民情報システム”，各部門ごとで
利用される“部門情報システム”，住民の方々が利用する“住民サービスシステム”，公共事業関係を管理する“公共事業システム”に分かれる。
当社は“部門情報システム”の電子申請システムを第一ターゲットとして，行政の電子化へ取り組んでいる。

自治体における行政の電子化構築全体イメージ図

応用システム技術


